
※【 】内は、令和４・５年度保険料率算定時見込額との比較 ##
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##葬祭費　

賦課割合
181,418,397,467円 約48％

診療報酬審査支払手数料
【17.1％増加】

87,077,348,483円
出産育児支援金

所得割総額

均等割総額

16,000,000,000円

  公費負担分

賦課総額 約52％

13,161,414,777円

均等割と所得割の比率

未納リスクを考慮
その他 

予定収納率

２か年度の財政規模 1,768,929,414,445円 【7.8％増加】

国庫負担金(3/12)
＋高額医療交付金

431,971,315,118円
給付費

福岡県の一人当たり旧ただし書き所得

全国の一人当たり旧ただし書き所得
※ 所得係数　＝

賦課限度額（保険料上限額） ６６万円 ８０万円

180,692,723,877円

保健事業費

保険料収納必要額
 剰余金及び運営安定化基金…

県負担金(1/12)
＋高額医療交付金

1,679,392,091,682 円

152,072,633,170円※負担対象費用額

後期高齢者交付金
 その他の収入 …………

99.60％ 94,341,048,984円
特別高額医療費共同事業拠出金

（現役世代からの支援）
　　特別高額医療費共同事業交付金
　　健診の国庫補助、滞納繰越保険料

▲保険料減免必要額

2,281,114,039円

令和４・５年度
【第８期】

令和６・７年度
【第９期】

後期高齢者負担率 １２.６７％

令和６・７年度（第９期）保険料率の算定状況について

1,099,294 円

１１.７２％

1,572,246 人

1,116,726 円

被保険者数

一人当たり給付費

1,482,026 人

1,465,523 人

1,097,142 円

９９.６０％

54：46 52：48
（1：所得係数0.8591）

９９.６０％予定保険料収納率

693,616,148,269円

【5.8％増加】

【7.9％増加】

（1：所得係数0.8576×52/48）

※特定費用額
139,949,340,972円 市町村負担金(1/12)

費用見込額 収入見込額

76,375,907,986 円

1,755,767,999,668円
152,346,139,000円 国の調整交付金(1/12)

【7.8％増加】
876,339,428,260円

１. 算定基礎

２. 保険財政見通し

４. 保険料率等

均等割額
60,004円

所得割率
11.83％

※ 均等割額と所得割率の算出については、標準システム内で計算をおこなっているため、

賦課総額 × 賦課割合 ＝ 均等割総額又は所得割総額 とはならない場合があります。

※ ※

３. 令和６・７年度保険財政見通しと保険料の概要

費 用

約１兆7,689億円
収 入

約１兆5,882億円

保険料

（１割）

約1,807億円
・給付費

・その他

・公費負担（５割）

（国・県・市町村）

・後期高齢者交付金（４割）

（現役世代からの支援）

均等割額

＋

所得割額

＝－

2024/1/12　作成

試算時

実績見込

試算時

実績見込

※1　激変緩和措置により、基礎控除後の総所得金額等が５８万円を超えない者に対し、
 令和6年度のみ適用される所得割率

※2　激変緩和措置により、昭和２４年３月３１日以前に生まれた者、令和７年３月３１日までに
 障害認定により被保険者の資格を有している者に対し、令和6年度のみ適用される保険料の賦課限度額

※ 保険料上昇抑制財源として広域連合が設置している運営安定化基金と

福岡県が設置している財政安定化基金があります。

基金

令和６・７年度
【第９期】

115,467円 10,939円

区　分
令和４・５年度

【第８期】

10.54％ 1.29ポイント

（12.2％）

60,004円 3,569円
（6.3％）

「基金」は広域連合
 の運営安定化基金

保
険
料
率

保険料上昇
抑制財源

剰余金

増　　減
（％）

8,696円
（10.6％）

（10.5％）

14万円
（21.2％）

１人当たり
保険料額

（軽減適用後）

１人当たり
保険料額

（軽減適用前）

保険料の
賦課限度額

（保険料上限額）

160億円

94億円

66億円

均等割額

所得割率

90,427円

160億円

160億円

　0億円

56,435円

81,731円

66万円

104,528円

1.24ポイント
（10.4％）

１人当たり
保険料額

（軽減適用後）
90,215円 98,429円 8,214円

（9.1％）

保
険
料
率

均等割額

所得割率

62,288円 65,318円 3,030円
（4.9％）

11.83％
11.02％

80万円
73万円

11.89％ 13.13％

◎保険料上昇抑制財源を活用しない場合

※2

※1

令和6年1月24日 
福岡県後期高齢者医療検討委員会
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令和６・７年度（第９期）保険料率について 

１ 概 要 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、健康保険法等の一部を改

正する法律が公布された。 

これらの制度改正を反映し、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、令和６・７年

度に適用する保険料率を算定するもの。 

２ 改正内容 

（１）子育てを全世代で支援するために、出産育児一時金に係る後期高齢者医療制度からの

支援金の導入

（２）現役世代の保険料負担上昇を抑制するために、後期高齢者医療制度における後期高齢

者負担率の見直し

負担率 

（％） 

対前期比 

当期－前期 当期／前期 

令和２・３年度（第７期） １１.４１ ０.２３ ２.０６ 

令和４・５年度（第８期） １１.７２ ０.３１ ２.７２ 

令和６・７年度（第９期制度改正無） １２.２４ ０.５２ ４.４４ 

〃    （第９期制度改正有） １２.６７ ０.９５ ８.１１ 

３ 財源の確保 

  高齢者の医療の確保に関する法律施行令に定められている保険料賦課限度額の 

引き上げ（６６万円 → ８０万円） 

４ 保険料負担の急激な上昇を緩和する措置（激変緩和措置） 

（１）出産育児一時金に対する後期高齢者医療制度からの支援金を令和６・７年度は２分の１

とし、負担増を抑制

（２）制度改正に伴う低所得層の負担が増加しないよう、均等割と所得割の比率の見直し（所

得割負担率の増加）

均等割：所得割 

令和２・３年度 ５３：４７ 

令和４・５年度 ５４：４６ 

令和６・７年度（制度改正無） ５４：４６ 

  〃    （制度改正有） ５２：４８ 

（３）令和６年度の年収２１１万円（旧ただし書所得５８万円）以下の被保険者の所得割額は、

制度改正に伴う増加（自然増分等含む）を考慮しない場合の所得割料率を適用

（４）賦課限度額の段階的引き上げ

（昭和２４年３月３１日以前に生まれた者、令和７年３月３１日までに障害認定により被保

険者の資格を有している者） 

・令和５年度６６万円 → 令和６年度７３万円 → 令和７年度８０万円

令和6年1月24日 
福岡県後期高齢者医療検討委員会

- 2 -



円 ％ 円 円

－ － －

① 3,330,726,000

1,278 0.63 － ② 6,396,149,000

① 1,709,258,000

2,832 1.01 3,870 ② 9,073,360,000

① 6,051,465,445

1,539 0.59 653 ② 0

① 12,973,834,368

▲ 499 ▲ 0.30 ▲ 3,418 ② 0

① 8,801,310,000

② 0

0 ▲ 0.34 2,370 ③ 0

① 4,800,000,000

② 0

▲ 398 ▲ 0.06 3,633 ③ 5,500,000,000

① 16,000,000,000

② 0

748 ▲ 0.23 ▲ 778 ③ 0

① 9,400,000,000

(11.02) ② 0

3,569 1.29 8,696 ③ 6,600,000,000

※第９期の（　）は激変緩和後（令和６年度のみ）の所得割料率。

※保険料負担の急激な上昇を緩和するために、運営安定化基金を活用

（第９期活用後の運営安定化基金残高　３７億円）

5　保険料率の推移

保険料率
一人あたり
保険料額

（軽減適用後
・年額）

保険料上昇抑制財源

①剰余金見込活用額

②財政安定化基金活用額

③運営安定化基金活用額

均等割額 所得割率

（料率算定時）

9.24 －
－

第３期
平成２４・２５年度

55,045 10.88 79,271

第２期
平成２２・２３年度

52,213 9.87 75,401

第１期
平成２０・２１年度

50,935

第４期
平成２６・２７年度

56,584 11.47 79,924

第５期
平成２８・２９年度

56,085 11.17 76,506

第６期
平成３０・３１年度

56,085 10.83 78,876

第７期
令和２・３年度

55,687 10.77 82,509

第９期第２回試算
令和６・７年度

60,004 11.83 90,427

第８期
令和４・５年度

56,435 10.54 81,731

令和6年1月24日 
福岡県後期高齢者医療検討委員会
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